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I 世界銀行と低開発国援助

1. 世界銀行の設立とその業務

1961年12月の国辿総会では， 1960年代を「国

連開発の10年」 (United Kations Development 

Decade)と定める決議を潤場一致で採択し， 1970

年末までに低開発諸間の経済成長率を最低5％に

引き上げることが捉案されたc ！必近についていえ

ば， IDA（第2皿銀）の活動もいよいよii仇逆に乗

りつつあるし， DA C (Url発接助委員会）も会議を

霜ねるにしたがって， ますます1可際的な関心を集

めている。低開発匝の開発援助のための限際的協

測体制は， 年をおって強化されつつある。

このような困際機［ダ、1による援助のなかでもっと

も注目すべき活動を行なってきたのは いうまで

もなく世界銀行である。世界銀行は， 1945年に固

際通貨基金とともに， 第 2次大戦後の世界経済の

安定と成長を支えるべき 2木の柱として創設され

た。基金には国際収支不均衡から生ずる概乱を緩

和する短期融資および為替相場維持という短期的

な通貨而の分野を担当さ圭 世録には戦災屈の復

興および低叫発地域の開発という長期的発）1むの分

野を担当させて， 戦後の世界経済ないし函際貿易

の1月滑な迎営を図ろうというのが， 両機関の設立

を決めたブレトン・ウッヅ協定の構i裂であった。

そしてこのような構想を実現すべく， 営界銀行

が1946年6月に業務を開始して， すでに15年が経

過している。開行以来1949年頃まで続いた復興緑

狩によって， 戦後ヨーロッパの再建という任務を

呆たした後の世界銀行しま， 世界経済の潮流にした

がって， 主力を低開発賭困の開発に粍いできた。

同行は業務開始以来 1962 年 3 月末までに 60• カ

国 316件合計64低5400万ドルの惜款を供与して

いる。これから取消 (canceliation)分および借換

(refunding)を除けば63低2600万ド）v, さらに為

替濶整 (exchangeadjustment)（注1)を行なえば融

炎承諾額純計は， 54低900万ドルとなる。これを

年度別，目的別，地域別にみれぱ次の通りである。

(a) 年度別実鎖

世銀の臨資活動は， その設立当初から必ずし

もJ頂謁な発展をつづけてきたとはいいがたい。

第 1表にみるように， 初期における復興磁資が

一段落すると 1948-50年の位滞の時期があり，

1950,.....,52年にかなり活発な淮資があるとその翌

年はふたたび 1低ドル台へ落ちこむ， という状

娘であった。 しかし朝鮮戦争も終わり世界経済

の正常な術環が始まり出すとともに， 世銀の活

動も軌逍tこのり始めた。 1953"-'54年｝文にははじ

めて年間3偲ドルを趙えるにいたり， 1954~55 

年笈には4低ドルの線に達した。 2年の停滞(J)

のちl957~58年度には， 一躍7｛意ドル台に急増

した。 このような激登活動の活発化は世銀の袋

付可能資源の不足をもたらし， 1959年9月に培

資が行なわれたのである（投権狩本金は100億ド）レ
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から210億ドルヘと倍増した）。今後の貸付も少な

くとも年率 6~7｛意ドルの水準は維持されてゆ

くものとみられている。

第 1表世界銀行貸付状況

（単位： 100万ドル）

会計年応件 l 
・--

数 融究承諾額 iうち対日融沢額

1947 ! 1 250.0 
1948 ! s l 263.0 
1949 l lt) 1切．1
19印， 12 I 166.3 
1951 l 21 297.1 

1952 I 19 ! 298.6 
1953, 10 I 178.6 
1954. 26 j 323.7 j 40.2 
1955 20 ! 409.6 I 5.3 
1956 _ 26 I 396.1 i ! 26 I 396.1 l s.1 

i璽ifg 璽そ I喜豆
1960 ,， 31 I 658.7 i 84.0 
1961 i -n I 609.9 I 105.0 
1962 1 24 1 663.9 1 40.o 
.. ・---- ---------------

合計！ 316 l 6,454.4 l -1s1.9 
（注） （1) 世銀の会叶年疫は，前1年の 7月から当年
の6月迄をいう。 (2) 1962年貶は， 1961年7月～

1962年3月まで。
（出所） IBRD: Pless Releaseより作成。

(b) 目的別実俄

世銀設立当初においては， ヨーロッパ諸国の

戦災復輿がより緊要なものと考えられ， 他方低

開発諸国の側ではいまだ具体的な開発計画を策

定すべき段階に到達していなかった。 このため

1947年 5)i， フランスに対して行なわれた 2（忍

5000万ドルの借款を最初として同年8月， オラ

ンダ，デンマーク， Jレクセンプルグに対する 3

件の貸し付けも，この種の復興融査 (reconstruc•

tion loans)であった。

しかし 1948年 4月からマーシャル・プランに

甚づくアメリカの援助が開始されるとともに，

世銀の貸し付けは復腿融資から1姐発礁資 (de-

velopmcnt loans)へと移行していった。

開発滋探は 1948年 5月のチリーに対する偕款

をもって開始された。第2表に示すように，甚

礎産業たる困力（全体の33.6%）および迎稲 (34.3

％）にいちじるしく巫点がおかれている。 これ

は， これら両部ll[Jが公益ぶ業であるため民閲か

らの探金濶達が困難であり， かつ所要斑金姑も

膨大であることによるものである。

これに対し丁．菜部門への貸し付けはあまり活

発でないが (17.S%）なかでももっとも多いのは

鉄錆業（ほとんどがインドおよびE本）に対するも

のである。ただ最近は対象となる事業の範囲が

かなりJ.b.くなっており従来行なわれなかった石

油淵発計画への貸し付け (i959年12月，サハラ石
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（注），取消分を除く胎賓承諾額。

（出所） IBRD : Annual Reportによる。
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油のバイプライン建設5000万ドル）原子力1)廿発計画

への袋し付け (1959年9月，南イタリアの原子炉述

設4000万ドル）などが存なわれるようになった。

(C) 地城別実紐

復輿秘！狩を別とすれば， 開発融資の初期にお

ける世銀の臨狩活動は， ラテン・アメリカにお

いてもっとも活発であった。 1952年6月末まで

の実紐では， 開発融資の37％がラテン・アメ 1)

カ向けであった。 ラテン・アメリカよりややお

くれて始められたアジア， アフリカ， オ.....スト

ラリア向け貸し付けは． 年度によって多少の増

減はあるものの一応沼実な上昇を示し， 1955年

6月末視在ではそれぞれ 15％前後を占めてい

た。 しかし］956年以降， アジア向けの激究が怠

速に埓I加し始め， 1959年疫には年間磁究承諾頷

の50％あまりがアジアに対するものであった。

また 1960年度にはアフリカ向け磁渋が怠陪し，

同年の殺斑承諾額全体の28％を占めている。こ

のような趨勢を反映してラテン・アシ tJカ地域

の相対的なウェイトは， 年々低 Iヽ・しつつある。

アジア向け礁炎の荊大は， 資本不足がとくに

顕堵であった地域だけに大きなプラスであった

が， これらがインドおよび日本に集巾している

ことは留意されるべきである。

またこのような梢勢のなかで， ヨーロッパ向

け開発融疫が， 減少傾向をたどりながらも引き

つづき行なわれている。 日本やヨーロッパなど

比較的経済発展の進んだ国にかなり多くの貸し

付けが行なわれてきたという事実は， 横銀の袋

し付けが安全性を謳視していることのあらわれ

ともみられるが， この点世銀の餞し付け条件が

厳格にすぎ， 本当に資本不足のはな｛•まだしい低

開発賭国への貨し付けが充分；•こ行なわれていな

いという批判を生む背屎ともなっている。

I6 

2. 世界銀行の技術援助活動および国際紛争の

開倅

プレトン・ウッヅ協定が結ばれた煩は， 世界銀

行の機能を長期の開発金滋の供給に限定するとい

う考え方であったが， その後憔銀の業務迎常の過

程で，加盟各！可に対するさまざまの技術援助を供

与することによってその投斑活動を補完するべき

である，との要甜がますます潟まってきた。

これらの要~iりにこたえて， 槌銀は1949年以来，

中南米アジア，アフリカの諸困へ諏．杏団 (general

survey mission)を派辿して， 当該面の経済開発

計両作成のための総合的な濶査を行なってきた。

濶査団は1960年 9月末までに， コロンビア，ナ

イジェリア， クイ， トルコ， ウガンダなど22カ頂

に派迎された。そのメンパーは1仕界銀行の国際的

な地位を利用して染められた各分野の一併沢i門家

よりなり， その謁査報告とffi)J併はほとんどそのま

ま当該困の経済f}甘発計画にとり入れられているの

が爽状である。

さらに計画の実施にあたっても， 低開発困側の

要甜に応じて， ニコノミストやコンサルタントを

派迎して， 当該国における計両の調整，経済およ

び財政政策の立案， 国内資本市場の組織化・育成

といった分野で大きな援助を与えている。

技術者の捉成についても世銀ば多大の考磁を払

っている。

経済開発の披大のI昭吉の 1つである開発計画担

当者の不足に対処するため， 批銀の内部に経済開

発研究所(EconomicDevelopment Institute)を設

け， 1956年以来節年，低測発諸団の開発計画担当

者を招いて， 6ヵ月にわたるセミナーを開いてい

る。すでに 42カ国より120人のスタッフが参加し

た（日木からも蚊初の 2年椙ltこ9れ参加したが，「もはや後

進国ではない」との理由でとり止められた）このセミ
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ナーは従来， 英語だけで行なわれていたが， 1962

年からはフランス語でも行なわれることになった

（これには1日つランス領アフリカ諸国から14名が参加

した）。

世銀はまた技術援助にとどまらず， その国際機

閲としての地位および金函機関としての機能を利

用して， 加盟国閻の国際紛争の湖停にもいちじる

しい成果をあげてきた。なかでも注目されるのほ，

1949年以来インド， パキスタン両国の間で争われ

てきたインダス河水利閥題の調倅である。9 世銀の

長年にわたる努力によって 1960年9月に両国即こ

水利条約が謁印され紛争も解決したが， その解決

を保茄するため世銀の提案によってインダス河開

発桂金が設けられ， i廿銀が一元的にこれを管理す

否という両期的な方式がとられている。そのほか，

スエズ巡河の団有化によって引き起こされた補餃

問函をめぐるエジプトとイギリスとの讃停， 東京

市発行の仏貨供処理問図をめぐる讃停など， その

活動の範囲は非常に広い。

世界銀行の活動の最近の特色は， 上tと述べたよ

うな「技術援助」と「開発金融」との結合にある

といってよい。たとえば世銀は， 1960年9月， 1961

年5月にインドの第3次5カ年計画およびバキス

クンの第2次5カ年計両に対する援助について，

西欧先進諸国ならびに日本を集めて （n権国会議を
開いた。この会議を通じてインドに対しては22~
2500万ドル， バキスタンに対しては3低2000万ド

ルの援助が約束された。これらの楊合，世銀は会

議：：：先立って両国の開発計画および経済財政政策

全般の徹底的な検討を行ない， 必要な助言を与え

るとともに， これを基礎として偵権国会議参加国

に対して， 必要援助額の確保と援助条件の緩和を

要詑するなど，大きな役割を果たしてきた（しかし

1962年5月に開かれた対インド的権国会狼では，世銀，

アメリカ側と西欧b't権国側との問l、こ，インドに対する援

助政策についての見解が対立し，その調敷のため会議の

結瞼はしばらく延期された）。

このほか，加盟困の juniorofficialの経済開発

研修セミナーの定期的開拙，、国連特別基金のプロ

ジェクトの実施機関としての活動など， その活励

はまさに多而的である。

（注 1) •世銀協定によれば，．世銀の保打する加猥国

畑貨の実ttil[j値を不変に保つことが原則であり，平価

の変更または為替レートに大きな変勁があった場合に

は，租当額の当該通貨を泄銀に払い込み，あるいは加

皿国に返迎することとされている。ここにいう為替潤

整は． 1輝1中の通貨に為替レートの変動があった場合

これを火質価fiiで表示するための濶整である。

II 世界銀行の対日資本援助

1. 日本の場合

このような1且銀の広筒な活動の根本をなすもの

は，いうまでもなく， はじめに述べた偕款の供与

にある。 もっとも屈的にみるかぎり，世界銀行を

中心とする国際機OOの援助は必ずしも多いとはい

えない。それは1960年中に先進工業諮団全体（日本

を含む）が供与した扱助総頷のうち， 12％程度を占

めているにすぎない (OECD: The Flow of Fi-

”』ancialResourcesによる。援助の大部分は，双務協

定によるものである）。

しかし国際機関の探本援助の果たす役割は， そ

の試的な而よりもむしろ質的な側面において大き

いといわねばならない。さきに述べた世銀の各種

の活動も，そのことを衷魯きしている。 しかし資

本援助だけについても， その実陳はこれまでほと

んど明らかにされていないc 当事者以外にはなか

なか実態を知りえないことによるものだろう。

ところで日本は， いまや先進工業国の一貝とし

て本格的な低開発国援助に乗り出しつつあるが，

I 7 
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1961年まではU本ほ世銀からあいついで借款の供

与をうけてきたのである。現に日木はインドに次

ぐ第2の大口借入国である。そこで本稿では日本

の場合について， 世銀の資本援助の実牒がどうで

あったかを， できるだけ明らかにしてみたいと思

う。以下において世銀偕放の行なわれてきた過程

を，市実に即して年代誌的に同斑し， そのなかか

らいくつかの問題点を検出することにしたい。

2. 第 1次世銀借改の成立

日本の世銀偕款群入の歴史は， 敗戦後の日本経

済再建政策にまでさかのぽらねばならない。 1946

年の吉田内閣の成立以来， 荒廃した日本経済を急

速に復典させるための l`外登え彰（入政策」は歴代内

閥の歪要な政策の 1つであった。＇沼力事業界にお

いても， すでに早くから外登（現実；＇こはアメリカ咬

本）芍入計画が叫ばれ始めていた()

ところで当初の占領軍の政策は， 日本の軍事勢

力を根絶しようとするものであった。 しかし周知

のように 1948年はじめに行なわれたアメリカの 91

イヤ）レ陸軍長官の声明は， 占領政策が日木の経済

自立を促進し， 日本を「極束の工場」に仕克て 1-:

げようとする方向に転換されることを明らかにし

た。このようなアメリカの対印政策の転換を背景

に， l]木の財界でも10似ドルの外資芍入案を公表

したり， 肉本金 l｛意ドルで1:l米合弁の「日木産業

開発公社」 (JapanIndustrial Development Cor-

poration; JIDC―これが現在の開銀の前身となるペ

きものであったと思われる）設立楽をアメリカに提示

するなど，禎極的な意思表示をつづけてきた。

1950年5月「外貧に関する法律」が制定され，

外烈祁入の途が開かれた価）。•この法神は，国際収

支による制限を設けないで， いかなる楊合もいっ

たん芍入した外資に対しては元木果実の送金を保

証するという， 世界に例をみない外資匝辿甘特'tを

定めたものであった。

（※） 外汽法に焔づいて1950年度から1961年疫 (4

月～12月）までの）0J|lilに認1りされた1モ付金111{1節は，合

計12~1146万60001•9 ルに達する。このうち 1胆限を通ず

るものが4位8790万ドルで約3分の 1を占めている

（第3表衿照）。なお・Ill:銀の日木に対するit付実船につ

いては，第4表に示されている。

このようにして日本に対する投斑受け入れの環

境が賂伽されるなかで， 1951年夏頃から1iiii詞・1の

火力発屯機 (1基あたり能力 6万6000KW)をワシン

トン翰出人銀行 (Export-ImportBank of Wash-

il).gton)からのクレジットを得て， アメリカから

輸入する計両が具体化しつつあった。
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第4表世界銀行の対日tt権一邸
-----

貸付契約日 借 入 人 転借人！保証人金額伽叫金利
---- I (1,000ドj.,) （；戸両
1953. 10. 15 i日本開発銀行関西咤力 日本政府 21,500 20 5.o 

” 
1955. 10. 25 I,,  
,, 1 : I輩翡隠翌 ：： 甘腐腐It:<

！八幡製鉄 ，， 5，300 15 1 4.625 

！ 日本鏑管 2,600 

1956. 2. 21 l " { 9 [9嘉~\l • {IJ璽l1514.75 
19邸． 12.19 i 11 川崎製鉄 11 / 20,0001 15 I 5.o 

II I農地開発機械公団 ー・ 11 I 4,3001 15 I 5.0 
1957. 8. 9 i愛知用水公団 ー 11 / 1, 0001 20 I 5. 75 
1958. 1. 29 I日本開発銀行川崎製鉄 ，， 8，00014 5.625 

6. 13 l ,, 関西砥力 ” 37,0001 25 I 5.375 
6.” ” 北陸砲力 n 25,000 2.5 5切 5 た。
7. 11」 ,， 住塞金属 " 33,000155.375 
8. 18| If 神戸製銹 ” 109-000155.375 
9. 10 I .'， 日本鍛符 ，， 22,0001 1s I s. 75 

” II 中部電力 ” 29;0001 25 I 5. 75 
1959. :t翡i： i警翌誓覧 ： 認腐翡麿：閉
” ” ＇八播製鉄 ，1 l 20,0001 15 I 6.o 

1960. 3. 17 1日本道路公団 ー 11 40,00015 6.25 
12. 20, 11 7,000 15 5.75 

1961. 3. 16l " 

，， 1日本開“発銀行I開裔負塁 II I 6,000 155.75 
九州咤カ

5. 2 日本国有鉄迫
11, 29 日本道路公団

緯からして倫銀において取

り扱う方針をすてなかっ
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合 計 1487,9001 l 
（出所） IBRD: Annual Report, Press Releaseにより作成。

といわれている位3)。

こういう事他のなかで

Edgerton新総裁は就任声

明に当たり，世界銀行と充

分に協濶しつつ愉銀の業務

を行なう旨を強網したが，

本借款については過去の経

しかし一方では''Eisen-

hower政府ほ，その新政策

の一珠として翰銀の礁緊方

針を転換し，同行を改組縮

少する法律案を議会に捉出

していたが， 1953年8月か

ら実施されることが決定し

た。この案によれば， i諭銀

は長期の経済脱発融査や保

1952年11月， 関西，中部，九州の3電力会社よ

り正式の融資申じ込みを受けたワシントン輸銀

は本件が最初の対日投資でもあり， 3遁力会社

の資産内容， 工事効果，返済能力などについで慎

軍な審査を行なった。この折衝はきわめて円滑に

進捗し， 195紐手3月にはワシントン輔銀の軍務当

局の審査も完了した。

ところでほぽ同じ頃 (1953年4月）ワシントン輸

銀の総裁が， Gaston氏から Edgerton氏へ交替し

た。 この交替は戦後はじめての本格的な借款の成

立に重大な影棲を与えることになったのである。

本借款交渉中も，世銀Black総裁は，楠銀のGaston

総裁に対し， 世銀加盟澗（注2)に対するこの種の長

期開発計画は， 世界銀行のなすべき業務であって

輸銀がなすべきものではないと強く主張していた

証業務をやめて， 原料その他の愉出に伴う短期ク

レジットを棋与するにとどまり， しかも直接の釉

資よりもむしろ市中銀行に対する保証の形式によ

り行なう．こととされた。

この政策の移行にともない， 対外借款の供与も

主として商業的立楊に立つワシントン箇銀から低，・

開発I団の経済I}尼発を大義名分とした世界銀行の手

に移され， 後者がアメリカの対外政策の線に沿っ

て援助活動を行なうこととなったのである。

このような急テンボの変化のなかで， 1953年5

月， ill銀 Black総裁は，新木馬］：米大使に対し，本

備款は世界銀行が取り扱う旨表明した。そこで日

木側はやむなく l誼銀との接触を浙念し， 同年6月

改めて世銀に対し惜り入れ1|1し込みを行ならた。

この転換過程で次のようなlじ界銀行の、7は向が明

19 
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らかにされた。

(1) 今後，長期的な！開発貯金の供給は， 批界銀

行をII佳ーの貸出機関とする。

(2) 世界銀行は， 本f'H桝詔000万ドルを含め，

1饂ドルの限度まで日本に対する（昔款を行な

ぅ用慈がある。

ここにいう世銀(/)1低ドルの貸し付け限度は，

B木がこの程度までの対外K'i務を負担することが

可能であると認めた••••応の 1ゴ椋額であるが， この

ような大規樅な1翡救枠が日本に対して認められた

ことは，アメリカの発言権の強い肌界銀行が， 日

本の経済再建を禎極的に援助しようという意図を

示したものとして注目してよい。

世界銀行協定 (Articlesof Agreement)によれ

ば， 同行が政府以外の惜入者に対して岱し出す瑞

合は， 政府または中央銀行の保証が必要とされて

いる。本件偕救について(•ま，日木側と協議の I-雫, B 

本開発銀行を外炎埒入の窓口として一元化せしめ

るため，同行を阿接の偕入者とし， これに対して

日本政府が無条件保征を付することとなった（本件

以後のE木の肛、企業に対する世銀借放の形式ほ，ずべて

これにしたがった）。

また世銀ほ， 1Jni屈困から偕；炊の1.1-1し込みをうけ

ると， まずその国に隅査団を派迎し，当該困の一

般的な経済閲査とあわせて， 叶lし込みの対象計画

を猫究した後， 貸付灸件の交渉にはいるのが通‘常

の過程である。一般経済謂査については，すでに

1952年秋から53年はじめにかけて， Garner測総裁

らが来日し， 日本のI卦l祭収支，務業構造，経済政

策，財政金磁政策等について綜合的な祗狂査を行な

った(tl;、1)（しかし対汝開発計画の現地潤却太，早急に借

款を成立せしめる必要から，．実施されなかった）。

かくて迂余rill折を経て成立した第1回の火力借

款は，各方面の論議をまき起こしたが， なかでも

20 

議論の集中したのは， 世銀と日本政府とのあいだ

に結ばれた保証哭約の中の担保条項であった。

すなわちこの契約によると， 日本があらたに外

似を負う際， 政府および政府機関の財産に担保権

が設定される場合にほ， 世銀の（此権にも同順位の

担保椛を与えることが定められている。同時に政

l(ftま、その下祁行政機構およびその独立機関（地方

公共団体および日銀も含む）に対しても憲法の範囲内

で改府の担保に関する約定を周行させる義務を負

っている。

このようなきびしい条件について， 当時の岡野

通産相も「金を貸す方からいえば常識的なことで

あるかもしれないが， 政府としては，大体予期し

ていなかったため， 国家的立場からおもしろくな

いと思っている。」と述べ：Cいる。

また野党側の攻L昭も活発で， たとえば改迎棠松

村i：玲市長は， 「民l刈会社の設備既に使うために，

しかもわずか4000互ドルばかりの金を借りるため

に，•国の財迎や日銀まで担保にとられ，またその

ために氾気料金の上げ下げまで先方の同意が必要

だ，というようなことがもし本当なら，．それこそ

重大問阻である」 と述べて，批判的見解を明らか

にしている。ともかく日本側としても， うたい文

句のように叫ばれてきた「外資祁入」が予期以上

にきびしく困難であることを実感したわけである

（稲莱秀＝船『Ill；界銀行の対日投探J]による）c

3. 世銀f翫次の本格化

神武尿気のあとをうけて 1957年の日本経済は，

戦後 2度目の国際収支の危機にみまわれた。

1955年切より「もはや戦後は終わった」といわ

れ， ようやく技術革新の波が土要な産業に波及し

つつあった条件のなかで， 各企業の狩金盆要はま

すます強かった。国内における金漁引き締め政策

は， これらの企業をして世銀借款による資金調達
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の道に殺到せしめた。

このような状態のなかで1957年5月，世銀Black

総裁は， はじめて日本を訪関した。 2遥間にわた

る来日の効果は大きかった。それは当時の池田蔵

相との会談に集約的に示されている。その内容は，

まず第 1に世銀が霜力，道路，工業（とくに鉄綱）

部門に積極的に貸し付けを行なうことに双ガの意

見が一致したこと， 第2に世銀伯款の琺査条件を

弾力的に改善してゆくこと， 第3は東南アジア諸

国の開発には今後双方ともに独い関心を示すこと

などにつき， かなり進んだ約束がなされたことで

ある。なかでも注目されるぺきは， Black総裁が

日本の借款能力は 1低ドル程度が限度であるとの

以前の評価を訂正し， 鉄絹・氾カ・機械・道路な

どの韮要埜礎産業への秘極的笠し付け邸団をもっ

ていることを明らかにしたことである。

当時． 日本経済は戦後の復典過程を終え，本格

的な資本裕積への道を歩みつつあった。 1956年に

は鉱工業生産で対前年増加率23.4%， 実質国民所

得で10.3％というめざましい記録をつくり， 困迎

報告によっても， 日本は中共に次いで世界第2位

の経朋成長率を示した。このような顕著な発殿［ま，

世銀の対日融探態度を積極化させるに充分であっ

たといえよう。

このような背娯のもとに， 1957年9月， 日本政

府から世銀に対して巾し込まれた借款計画は， fB 

力 1億6600万ドル， 鉄網7100万ドル，迎路建設

7800万ドル， 合計3低1500万ドルの巨頌に達して

いる。この計画に対し，世銀側は，非常に好窓的

な隈度を示し， 曲折はあったものの， 1958年以降

には日本としても， また世銀にとっても記録的な

借款が実現することになったのである (1958年中：こ

は，合計7件1億6500万ドルーーしかもその大部分はイ

ンバクト・ローン—ーが成立した）。

なお当時について一言しなければならないの

は， 日本の製鉄会社が・・方において世銀などから

巨額の借款を計画しながら， 他方において中米や

西アジアに新しい投資ft|•iijiをもっている点を批判

する声が， アメリカ国内の・一部からあげられたこ

とである。日本の探本主義がその発展の過程で，

一方において次々と外府を祁入しながら， 他方で

は柏民地や後進園への究本怖出を行なってきたこ

どがその特色の 1つとされているが， 戦後におい

てもこのような日本経済の特徴的な性格が， 世銀

借款を 1つの契機として顕在化してきたことは留

忍されるべき，であるう。

この年以降続々と成立した偕款の内容について

ふれれば， ほとんどのものが世銀にとってはむし

ろ例外的な， I]!内資金沿要をまかなうためのイン

パクト・ローン僅5)であり， かつ契約の条項もそ

れ以前のものと比べて， かなりゆるやかなものに

改訂されていることは注目される。

4. 日本の鉄筑業と世銀借放

a. 緊金調達における世銭の比諏

これらインパクト・ローンは，日本の鉄鍛菜およ

び屯力業に対して重点的に与えられた（第4表参照）．0

1951年にはじまる第 1次合理化計画の達成によ

って， 鉄絹業の生鹿能力は向上し，かつ生産•生の

向上はいちじるしかった。日本の工業生荘規膜の

拡大は，鉄銅業のいっそうの拡服と技術革新のい

っそうの進展を要訥し， いわゆる神武娯気に際し

ての鉄鋼業における資本諮積の削大が， さらに大

規樅な第 2次合理化計画の道へ向かわしめたので

ある。

第 1次合狸化計両 (1951~55年度）では， 5カ年

閻に留遥銅部門だけで 1792｛意円の斑金が投卜され

たが， それは内部潤逹24.4%，外` i笛憫逹75.6％と

いう割合で濶達された。外部湖達のうちでは，市

2I 
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銀が35.1％でもっとも大きいが， l外j銀の財政探金

繰姿も全体の7.7％を占め（他1こl雌艮0.3%），鉄筑業

の発股に大きく寄与している。

これに引きつづく第2次合理化計画でも， いぜ

んとして外部兵金への依存が大きかったが，なか

でも外狩への依存が翡まったことが， 資金濶逹に

おける大きな特徴となっている。すなわち借入金

のうちにおいても， 第 1次合理化計i1Iiiでは，ほと

んどみられなかった1仕銀偕款に依存する割合がWi

大し，ワシントンi［裔銀描放その他を加えた外資が，

勾饂額巾i•こ占める比重は第 5 表にみーるとおり，

1957年度 10.0%, 1958年！虻22.4%, 1959年度13.9

%,_ 1960年疫13.2％と泊jい比団を示している。

第5表鉄鐙旺l：露i麟麟暉

（単位：億円）

年度 11955 | 19561 1951玉i盃―属。..'.・・i:j. 
騒認象I]：-|792 1 8i3 I-,;Ol-ll,912 5,312 
同上率（％）

5.320. 6 78.o1 四．4l 191. 8| 251. 7 ?38.8 
3. ？ 5. o| 10.ol 2{．4|13. 9. 13. 2i 13. 8 

I 
ー--~---・--.. -・・・-----・ -・・----. 

(lll所） ！｝胆虹浪から作成。

この第2次査理化計画のぅ'6成によって， ビ本の

鉄筑業は， 自由主義諸国の中では， フランスをし

のいで世界第4位の鉄鋼｛l：：j]_t1i4にのしあがった。

そして•その発展の過程で， ilt界銀行の他欧が，第

1に安金，淵遥における大きな比誼において， 第 2

には国内資金の呼び水的効果においてはたした忍

詢まきわめて大きい。

b. 財務規制

鉄鈎業に対する世銀借放としては， すでに1955

年10月八幡製鉄の厚板圧延設備の,1翁入斑金として

530Jjドルが貸し付けられた。それにつづいたJII崎

製鉄に対する2000万ドルの借款は 同社が悪い財

務状眼であったため， きわめてきびしい財務上の

諸制限を課せられたという意味で注目すべき(JIlrfri

をもっていた。
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その後，成立したJ11鉄の第2次｛謬 (1958年1月

800万ドル）以降は， このような制約はやや緩和さ

れてきた。そして日本鉄銀業の大手6社はあい！）fs

後して ・tll銀借款を受けるにいたったのだが，それ

らが僻款を受けるにあたって課せられた一般的な

財務規制（ま， 自己資本対負偵比率および麟麟

癖嘩比率の取り決めである（第6表参照）。

第6表 麟借款に伴う財務規制 (1962年3月現在）

I借；氏額I一ーパ U'｛比率丁庶勁比率
1 (100万ド）レ） （debt/equity) 旦晨i:)

密土釘'!2次：忍｛胃誓口:5:)
ー．．．

八幡｛
第1次 5.3

銹管 I第1次 2.6、・｛第2次22.。} I司上 160% 
第1次 20.0

川鉄：｛塁隷t2I} -（注）を参照 ' 150% 

麟 1｛第 1次 33.0;｛讐攣認。澪
•第 2 次 7.0 1964年 3月31日以蹄| {55/45を維持する。 ， 150% 

神戸i io.o {50/55を絆持する（従屈
会社を含まない） 1 なし

j -•--

(tl:） 1. )l鉄に対する規Rijは他社と災なリ， ttiit
比率が5()/50になるまでは， ft(lt総額の1個限であ
る。すなわち 3⑳低F)を超えて{fi務をれ担する湯
合は，新規増沢平11父金の 3分の2を超えてはなら

ない。しかし‘}廷＇樟'•)には，他社とかわらない。

2. いずれの湯合も{9l{fiit平を上l国った場合

は，仔itか1寸股行になり，流勁比平を割った場合は
現金配当の制限が行なわれる。

ここにみられる財務規制9•ま， 第2次合理化計画

の主要部分がほぽ完成する1964年度以降， 50: 50・ 

の改：1,登された財務状態を維持するよう定められて

いる。 この財務規制が，その後怠辿に拡大された

第 2次合理化計画の遂行！、ことってある種の節害と

なるかぎり， 鉄錆会社の財窃規制に対する緩和の•

要求が表而化することは必然的であった。大手6

社の I|•rでは世銀僻款成立のもっともはやかった日

木絹管 (1958年9月1こ契約潤印）は， 1959年4月，世
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界銀行に対Lその財務比率の軽減を提朱するにい

たった。日本鋼管は，祁年の偕款当初他社に比べ

て控え目な工事計画しか策定していなかったの

で，これを基礎に作成された財務規制条項は， 1961

年3月末以降50:50の負偵比率を維持するよう要

求していた。

1957---58年の戦後2度目のィ＜況のあとをうけ

て，いわゆる「岩戸娯気」が波及しつつあったが，

その中で日本鋼管も， 他社と同じく第2次合迎化

計画を大幅に改訂L追加工事を計画した結果， そ

の後の財務の見とおしは， 1961年3月末に，きめ

られた通り50:50の目探を迷成することの困難で

あることを示していたからである。

1959年夏，世銀 Ripman氏が，窟士，八幡両f背

款計画の審査のため訪日した。 この機会をとらえ

て，この日本鋼管の問題も討議された。しかしl仕銀

側は財務規制の軽減を，認めないばかりか（当初，世

銀は日本の鉄鋼柴に対し，負倣比率の制限しか課してい

なかった）， あらたに流動姿産対流勁負伯比率の条

•項をもうけるよう提案するとともに， きめられた

流動比率よりも会社の流動性が悪化した場合は現

金配当の制限を行なうというペナルティを課す恋

向を明らかにした。また一方では，当然のことなが

ら拡大計画のうちに優先順位を定め， プライオリ

ティの低い工事はできるだけくりのべること，財

務状態改證のため可能なかぎり贈資を実行するこ

と， しかも増資の意義を減殺する無餃交付をやめ

時価による公茄発行を強く示唆したのであった。

このような世銀の断固たる態度は， 日本の鉄鋼

業をその財防而においても， 国際的にみてけっし

て遜色のない状態にまで向上せしめながら， その

急速な発股を扱助しようというフィロッフィにも

とづくものであった。 したがってこの見地からす

るかぎり日木の鉄鏑業の発展もできるだけモデレ

イトなテンボで実視さるぺきであり， 過大な投斑

計画は採り延ぺられるべきであるとの結論がみち

びかれる。その典型的なあらわれは鉄銅の曲要見

とおしに対する批銀の評価にみられる。

通涯省は諄58年以降の一述の鉄鋼惜款の成立に

先だち， 批銀の裟瑶tiに応じて1957年9月 1鉄鋼5

カ年計画」 (1957年初めに策定された祈長期経済の一

環をなすもの）を捉出した。そして約1年を経た1958

年12月には， 当時の経済的不況の要因をおり込ん

で改定した「鉄頷長期fii給見通し」を世銀に提出

した。それらの主要な指楳は第7表に示す通りで

ある。後者の見とおしは， 1962年度の粗銅の而要

を1883万トンと見つもっていたが， 世銀は1782万

トンとさらにシピャーな'i-r,｝要想定を行ない， それ

を鉄鎖借款のi)瞑としていたのである。（実際には

l962年殿の鉄鋼生産は， 1止銀はもちろん通施省の見通し

をもはるかに上まわり， 2100万～2200万トン租度とみつ

もられている）。

＇（：~t画『：：58□喜言
第7表 日本の鉄銅生産見通し（通産省策定）

c. 増資の時価発行の要請

世銀が財務比率改ギ手のため増資の時価発行の必

要性をとなえていたことはすでにふれたところで

あるが， 1959年7月n本を防れた世銀 Ripman氏

は，これを具体化するために証券界， 金磁界，関

係当局等の首脳部をつぎつぎと訪問し， 熱心に時

価発行を説いてまわった。その結果1959年にはた

とえ一時的ではあったにしろ公努による増究が流
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行することになった。

1959年春にはすでに川的製鉄が乱銀の示陵に荘

づき 1000万株の公座を含む増安を実行していた。

1959年の11月に成立した八幡および腐士製鉄の借

款に関辿して両社とも 6割増資を実行したが， そ

の際前者は2400万株（額面12億円）後者は2000万株

（額面10低円）の公猫を行なったことも世銀の磁接

的な彩勝を受竹たものであった。またこの時流に

のって東芝も2000万株の時価発行を行なった。 し

かしながらこのような時価発行による増斑は， た

しかに地資を行なう会社の手取り金を増加せし

め， i箇資本来の目的に一歩接近したものであった

が，他面， 証券界の従来の浪行を無祝し，株主の

新株引受権を侵害するものとして強い反対の声も

あげられた。それにしても未発達な日本の斑本市

場にアメリカ流の近代的な地探鋭念を持ち込んだ

慈没は充分に評価されねばならないだろう。

d. 現金配当制限閥屈

さきに述べた日本筑管の財粧比率軽減問邸・ま，

数力月後に控えた八椛， 宮士両社の借款との関連

から， その解決は1960年の存まで持ち越された。

それは結局筑筈を八幡および宮士の規制の線にそ

ろえ， 日本鉄策業のビッグ・スリーを世銀の財務

規制に関するかぎり同一の妓争条件に烈くもので

あった。

1959年11月に謂印された八幡， 富士両社の借款

では， 現在までのところ借款当初にきめられた負

偵比率の制限—1964年 3 月 30日まで60 :'40, 3 

月31日以降50:50―が課せられている。同時に

この両社9)糾欲からあらたに流動比率の規定が設

けられるようになり， その後この流動比半の条項

は， 神戸を除く大手5社についても_;ICれぞれの財

務状陳に応じた目桃水準が定められることになっ

た。 この流勁比率の規定は，宜士および八椛両社
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の借款の第1次朋案で世銀が転貸契約([}り銀と会社

とのあいだに結ばれる契約である？t,世銀よりの借り入

れ契約の交渉過程ですぺて決定されており，一定の瑛件

をみたした後調印される）の一条項とするべく主脹し

たものであった。そしてそれは，会社の流動性が

定められた1::1標水準以下に悪化した場合は，現金

配当を禁止するという内容のものであった。 しか

しこのような直接的な配当制限の規定は「きわめ

て重大な経営干渉」と受け取られた。流勁比率の

規定そのものほ撒回せしめえなかったが， ・日本の

鉄筑業のリーダーである八幡の強い抵抗もあっ

て， その表坦形式はかなりゆるやかなものとなっ

た。すなわち転貸契約には一定の施動比率を維持

するよう努力すると定めるにとどめ， 現金配当の

制限については， 会社から開銀にあてた付屈肉翰

（その英文のコピーは同時に世銀にも提出される）の中

で「現金配当の制限は，会社の権能に屈するもの

であり， そのような手段は流動比率を維持するた

めにとられる多くの手段の 1つである。」と淡示さ

れるにとどめられた。規定の形式は最終的に(•まか

なり妥協的なものに落沼いたが， このような趣旨

の制限は国内のいかなる似権者といえども課す：：

とができなかったものであった。

e. 初の民瀾外偵発行

これらの世銀（替欲と並行して川崎製鉄および住

友金属は， ニニーヨークにおける初の民尚外偵発

行計両を進めていた。世銀は日本に対してもあい

つぐィンパクト・ローンを供与しながら， 他方で

は日本の企業がみずから隅際市場で民問斑本を凋

逹のために努力することの必源性を強涸しつづけ

ていた。そして世銀は，借入者の側に•おけるこの

ような調迷努力なしでは批銀借欲に応じないとの

意向を表明する：•こいたった。

すなわち 1960年1月I[1鉄，住友の 2社に対して
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送られた世銀の出簡ほ， 「日本鉄絹業への今後の

貸し付けは， 世銀借款との関述に．おいて，市場に

おける妥当な証券発行がアレンジされえないかぎ

り実現されえないだろう。……世銀は日本の大手

鉄鋼会社が出来るだけすみやかに民間金融機関と

の協凋 (jointmarket operation)への道をつくら

れるために役立つ努力をつづけられることを希望

します。」と述ぺて， 日本鉄鋼業に対する世銀備款

の最初の時期が終わったことを告げていた。

911鉄， 住友の両社はこのよう！ょ世銭の恋I如こそ

って1960年初めより秘極的にウォールストリート

への接近をはかっていた。前者はTheFirst Boston 

Corporationを後者はKiddyPeabody & Co.を

それぞれの引き受け幹事にえらび， 私婆の形での

外偵発行を実現するぺ＜努力をつづけた。

1960年5月には， アメリカの証券会社，生保，

担保会社， 年金基金などの指祁者を集めた対日投

炎、涸査団が大挙して来日し， 「日本が， 極東市堀

進出のための戦略拠点として， きわめて有望な投

資市場である」との理解が示され，アメリカにお

ける対日投資熱はようやくたかまりつつあった。

しかしその後突発した安保騒動の結果， ｝l|綺およ

び住友の私g§外偵への投資希望を表明していたア

メリカの生保会社等は， 使券の購入希招を取り消

したり， 日本の政俯の成り行きを見るためコミッ

トメント・レターを出すことを珀路するところも

現われた。

R木の政治恰努も池田内隣の出現によってよう

やく落狩きを取り戻し， 池田内閣の所得倍1許計画

が発表された。日本経済の成長にもいっそうの拍

車がかけられつつあった。 このような梢努の好転

によって半年以上もプランクのままの状態をよぎ

なくされ文いた先の 2社の外似も， ようやく成立

することになった。 1960年12月ニューヨークで戦

後はじめての民閥外似が発行された。同時にこれ

と抱き合わせの形で両社への世銀借款も成立し

た。川鉄の外偵発行の引き受け幹市となったFirst

Bos~on 社は，世銀がみずからの資金調達のために

発行する世銀偵の引き受け幹事の 1つであり，

（世銀fi'tは Rockef~ller 系の First Boston社と Morgan

系の Morgan& Stanley社とによって交互に引・き受けシ

ンジケートが形成される。）しかも同社は，戦後世銀

偵のアンダーライターとしての活動を通じてウォ

ール・ストリートにおける外偵発行市楊へくい込

んで行ったのであるが， このような世銀との密接

な結びつきは， 外似発行を容易にした 1つの条件

であった。

さらに日本の会社にそれほどなじみのないアメ

リカの投究家にとって， 世銀偕款を受けていると

いう事実は， その投探の安全弁ともなっていた。

川鉄， 住金両社の外似券面上にも， さらには1960

年6月に成立を見た神戸製錮のアメリカ・プルデ

ンシャル生保会社からの他欲契約 (3000万ドル）に

も， 世銀によってきめられた財務比率の規制条項

がそのままの形で引用された。 アメリカの証券会

社は， 且銀を防閻して日本の鉄俎業の実態につい

ての見解を求めたこともしばしばあった。このよ

うな事実は， 世銀がみずからの漁姿を行なうばか

りでなく， 民間資木の対1::1投資について，大きな

彩恕力を持っていることを示している。

5. 日本の屯力菜と世銀借款

a. 日本の屯気料金制度と世銀

1951年， ボツダム政令に基づいて行なわれた屯

)J再頷成は， エネ）レギー・ペー｀スの石炭から泣カ

への転換をもたらした。そしてこのことは，盆カ

業に対するさまざまの袋迎助｝戎攻策の史施を芍き

出した。これは例えば四源罷発資金の確保，国カ

料金の値上げ，世界銀行からの第 1次偕；；次の芍入，
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これをさそい水とした大容屈火力発屯設備のあい

つぐ愉入となって火硯したのである。

しかし一方では大規樅なl(？水池式水力発屯所の

建設計画が迎められ， それに対する大がかりな外

資iヰ入計画が推進されつつあった。すでに述ぺた

ように， 1957年9月には四発，巾部，北陸， 1yJ西

の4社を含め 1{．意6600万ドルにのぽる1U銀借放計

画が且銀に対して捉出されていた。 しかもその侶

款金額の大部分は， 第1次火力僻款計画の場合と

)もなり， インバクト・コ・-ンの形式によるもので

あった。

この1尉次の具体化の過程で， まづ問題になった

のは， 日本のは力料金制襄に対する1!！銀のきびし

い批判であった。

当時， 四内においても1956年に行なわれた東北

および北陸両屯力の料金値上げを機緑にして， ＇湿

気料金制度の改訂が現実的な閻閣とされ， すでに

1958年 1月から',.じ氣料金制度測杏会がその活動を

はじめていた。 しかし凪銀はさきの 4借款計面の

成立の1lil捉として， 政府が氾力会社の資木裕li'lを

保証し， 1即J会社の将来の財務状況を好転させる

描料をとる確約をするよう求めてきた。そこで

1958年はじめ， 河鹿省公益事業局の経理参事官は

ワシントンに赴き、 憔銭当局に日本政府の怠lnJを

釈明する、ごとをよぎなくされた。当時門木側にお

いてほ，屯力を使用する鹿業の総体的な意伯jとし

て， できるだけ屯気料金を値上げしないで急述な

屯源i荊発を行ないうるような体制を確立するとい

う方lhJで料金問組の検討を進めていたが， 11本の

、必気事棠に対する世鉄の携l心はこのLI本側の要詔

とは対立するものであった。 このため通産省は両

者の訊肘名に苦慈し， できれば相手方から義拐的な

拘束を受けることなしに事f勝を解決しようとし

た。経理参事宮の渡米もこの方向に泊うものであ
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った。 しかしltl銀は係宮の口頭での約束だけでに

満足せず， 通廂大臣から世銀総裁宛の文・・1！卜による

確約を要求した。この・；り翰の発行については， I柑l

仮の一部にも反対の意見を持つ者があり， 世銀か

らの偕款を放染して‘『じ力政策に日本独自の筋を通

すぺきであるとの強硬；は見もあった。 しかしその

煩のEl木の深刻なドル不足を背娯どし， 外狩祁入

になお積極的であった屯力会社の窯向を無視する

ことはできず， ついに日本政府はこの要求をのま

ざるをえなかった，

このような事術のもとに発出された 1958年4月

11日付の， 通鹿大臣より世銀総裁に宛てた・;!}翰は

「……H本の'IB力会社の財務状況の悪化は疫行の

財務分析で予想しているようには怠速でないだろ

う。しかし会社迎営の長期見とおししま内部留保

をit1大し， ｛it務伯諜の坪1大する負祖に酎える力を

削すことのために措ittを取る必要を示している。

••…•わたくしは屯気料金を多な定する新しい基礎を

うち立てるために徹底的な検村を行なうべ< r沿

気料金iIil製禍査会』を設阻した。本濶査会は阿部

留保の期大またはより大届iな自己狡本の瀾逹をも

たらす方策を採I[」する可能性を検討することをと

くに諮問されている。..… •i．じ力料金の大椛な｛直j-.

げは一挙に行なうことは不日j能であり， 逐次行な

うべきことを明確にしたいと考える。 しかし政府

は1959年度巾には説在の制度のもとにおいて可能

である程度以上に屯力会社の収益を培）ぐするため

の厳初のti!iit'tを収ることを，望んでいる次第であ

る。」と述べている。とくに注目されるのは， 「現

在の制度の下において可能である以上に」 fa)J会

社の収益を増大させるガ策を乱＇ liじる事を約束して

いることである。 ここ｝こすでに料金狩定のガ法に

ついてのJ,じ本的な結論が示唆されており， それは

1958年12月に行なわれた凋究会の答J:1]において．
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1東則的には減{Initt"t且Iの定率法を，認め， 肝本に対す

るフェアー・リターンをレート・ペース方式に代

えるという方式で反映されることになった。 この

答1柑はそのまま実施されることになったが， この

ようにして， H本の電気料金制度が， 結果的には

電力会社の内部留保を削加させねばならないとい

う世銀の方針は， 新しい料金制度の上に実現され

ることになったのである。

このようにLて屯力料金問組が一応の解決を見

るとともに， 1958年6月の関西，北陸を皮切りに

lli年9月には巾部に対する偕款が成立した。

これらの借放に関する日本政府の保証契約の中

でほ，いずれの場合も「iじ力会社がその内部留保，

株式資本の発行または， 1t,i'り入れの方法によって

その母力供給を行なう地城の現在または将来の屯

力痛要をみたすために， 妥当な設備をもうけるこ

とができる程度に紺力料金が確立されるよう， 合

理的な迅速さをもって梢択し， かつその後それが

維持されるよう措骰する， と定められている。政

府は各借款についても個別的な料金水準改tIの義

務をおうことになったわけである。

b. 水力開発政策と困源開発低欲

これにひきつづき 1959年2月には，氾発に対す

る世銀借款が成立した。屯発の水力発心所建設計

画に対する外狩祁入の構想は， すでにはやく 1952

年頃から世銀に捉示されていた。 しかし世銀は創

立涌後の屯発の経営についても， また日本の大規

模な水力発叫t画についてもかなり批判的な見解
をもちつづけていた。

すなわち世銀は日本の水力iU源開発計画につい

ては， 「政府はそれらの計画に対する質的な分析

よりも，石油の愉入を防ぐため，可及的迷やかに，

ぷつ叩j及的多くの開発を行なう方向に梢力が注が

れている。 1地点 1｛意ドル以上にものぼる大規樅

な水力の開発が同時に並行して迎められること

は， たとえ個々のJこIJ.. i計画が妥当なものであって

も， l:1本のかぎられた財政の上にかなりの負担を

かけている。工事計画について，技術的鍛｝はから

よりもむしろ経済的緞点からの合理性が追求され

ねばならないし， 霜水準の投資をできるだけ平均

化するため， 建設のより現実的なスケジュールが

たてられることが必要とされている』との批判を

していた。

政府はこれにこたえて， 最近積極的にすすめら

れている大容屈新鋭火力の建設蹂， それに対応し

てビーク部分をうけもつ凋盤力をもった水力の開

発をi涌捉としてはじめて新鋭火力の閲性能および

経済性を確保しうること， 大水力発屯所が、慨整用

貯水池を設けることによって下統の既設祝暉所の

発氾を附1加ないし常II寺化せしめ， あるいは渇水期

における発生四カ批を；苫しく削大せしめること，

などの点を指摘して水力開発［国を正当化した。

しかし現在時点からみるかぎり、， 屯力会社があま

りに急速なテンボで水力地点のI崩発を行なった結

果， その財務梢成を急激に悪化せしめたことを思

えば． 1958年当時におけるlit銀の批判も一応合狸

的な側面をもっていたと思われる。

1958年項より政府は，日本の経済串ti!！が安定し，

それにつれて対外信用が次第に甜まってゆくにつ

れて夕国の発行を具体化するべく検討をはじめて

いた。一方ではペルギー，ノールウェー，ォース

トラリアの各国が， ニューヨーク市場であいつい

で外位を発行していた。 このような状勢のもとで

F1本としても外狩の自主的涸遥の道を開くことが

必要であると考えられるにいたったのである。

このような状勢0)なかで， 1958年9月米日した

世銀極東部長 Rosen氏（視在， IFC届IJ総裁）は，

1:1本政府に対し， 政府が考邸j:1の外（此発行と屯発
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に対する世銀借款とのジョイント・オペレーショ

ンを捉案した。

このRosen氏の提祭を契機として，屯発の111銀

借款と政府の外似発行とが協涸して行なわれるこ

とになった。政府は商業投資特別会計のうち屯発

向け資金の不足を補うため外慎発行の準備を進め

た。このような経緯を通じ， 1959年2月，戦後初

の，政府外慎の発行と同時に， •国発の借款も成立

するにいたったのである。

C．．九州笛力借放と料金値上げ

屯発と 3氾力会社の偕放計画にひきつづき，

1958年秋の世銀総会では， 九州這力に対する世銀

借款が申請された。

九州の場合， その財務状態の改善は，世銀借款

成立の必須の条件とされていた。そのもっとも巾

心的な措四は困力料金の條」：．げであった。氾力料

金制度についてはさきにふれた i．じ気料金制度調査

会が， すでに1959年12月レ～ト・ベース方式をと

りいれた新しい料金制痰をとりあげるよう答申し

ていた。これに甚づいて政府は1960年2月29日，

通産省令によって新料金制度の炎施を定めた。 し

たがってそれ以後の料金制度の改定は， この新し

いシステムによって行なわれるべく軌迎がしかれ

ていた。

1960年 7月九州の惜款計画を印泊査するため来日

した世銀フィリッヒ°氏らは， 料金値上げの決定権

をにぎる通産省当局と会談し， 九州宙力の料金値

上げが早期に実現するよう要望した。

当時安保騒抽で倒れた 1組内閣の後をひきついだ

池田選洋管理「引陣ま， 1960年11月の総選器を前に，

公共料金切此上げ抑制を選挙スロ-ーガンの 1つに

かかげていた。 しかし他方では，「r」語以来すでtこ
2年を経過していた九州霞力の世銀借款計画を推

進することも， 政府の果たさねばならない課脳の
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1つであった。

このようななかで， 「料金値．I::げを行なわない

場合は， 描款を取り消す」との世銀の発言によっ

て， 1961年2月九州の料金餡上げは実施せられた。

しかしその侑上げ率は世銀の製求よりも低く， 平

均10.2％にとどまった。これは，恨銀側の圧力と

国内のJ・：I：力との妥協の商物であったといえよう。

そしてこの九州四カに対する借款と，．それに引

き続いた国鉄および迎路公niに対すろ借i政を最後

として， 世銀の対日資本援助は一応ピリオドを打

ったわけである。

(ft2) 日木は， 1952年8月に， 1砂澤行および阿

際通貨茄金に加llliした。

（注3) H本政府としては，すでに1952年秋に El*

経済の寓立のため米日したl!L娘の Garner濶ft団に対

し，冗カ・困鉄軍化・森菜水莉，道路廷設その他をあ

わせ 9i迂ドルにのぼる偕款計画を提tiiしていた。しか

しその後これが総1Eが1すぎるとの批判があったので，

俊先殴の麻いじ｝l発計面として， 1953年4月，水力発獄

3地点に対して，今後3年IHIに1低2000万ドルの侑汰

中し込みを行なっていたので， 1匹1りの意lf1を無視しえ

ないilttitにあったことも留意する必要がある。

（注4) Garner濶企団(/)μ本経済詞f.f.．報告!;i.,lり33

年6)j，ニューヨーク外交協会の非公i分］の廂上で発表

されたが，その中に次のような指枕がある。当時の世

銀が日本経済をどのように評価していたかがうかがわ

れて卵味深い（稲葉秀三紺『世界鋲行の対日投貸』に

よる）c

「•…・・現在日本の低而する茄本 l削因は．その乏しい

斑問をより有効に利用することであるが，わたくしに

は税在， 日本政府はなんらの綜合（内f:t両をもたす，民

間の沢本を紋瓜要副＂！にふりむけようとする [t頃iもほ

とんどないように思われる。この結批， ft金があまり

煎要でない使途 1•こ供せられる危険があるので，わた＜

しは投Fiの悛先顧位決定機関のようなものと日木政府

に勧告したが，つねにかれらは叶ji[li経済よりも自由器

済を堕むという泄 1•1.] で反対した。しかしわたくしは，

政府の手によって民閻投買を重要部l"lにふり向けるこ

とと自由経済とのあいだ、しこ，なんらの~!,11 も即ll しえ

ない。」
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「日本は現在よりも低い生活水邸で生存することが

できるが，食糧および原料を海外に依存している現状

からして，たとえ生活を切りつめても．なおIll]囮が残

るであろう。

日本は長期にわたり援助を必要とするが， もし援助

があまり容易に与えられると， 日木は援助なしにやっ

て行ける1屈功をととのえる努力をしなくなるというこ

とを忘れてはならない。またわたくし（と日本に対す

るiu接の援助よりもオース l・ラリヤやインドのごとき
坑 3 「計の開発を進める方が n 本にとってより打 ~I]な方

法ではないかと考えている。」

（注 5) 世錢協定によれば， 1!!:銀池iや(/)1誤様として

次の 3つがある。

(1)rJF叩 1-辿iに使用される没僻，役務9)誼入外貨狡金

の住し付け（直接的外役所災額のitし付け）。

(2)事業汁画の遂行に伴う原材料などの柑人外役沢金

の代し付け (nil接的な外貨所・要領の1.tし付け）。

{3)区内的な汽金盆・班をみたすための外貨貸金の貸し

付け。

このうちtit銭は原則として(1)の方式r つまり tied

loanを行ない．辿常impactloanといわれる(2),(3)の

方式はいずれも例外的な非t,'1のある場合にのみ；認めら
れる。現に(2)の方式については． 1951年10月の南イク

リア開発基金に対する1廿款， 1951年9月のペルギー領

コソ・ゴに対する偕款． 1952年2月の南ローデシアに対

する術款その他2~3の例があるにすぎず．（3）の方式

によるものは， i!'-・銀の創設以来1957年までこれを認め
ない方針を示してきた。

しかるに． 日本に対しては1958年以．＂~(3)の方式によ

る借款を， しかもきわめて多額の偕款を認めるにいた

ったのである。

(3)の尻内通貨による支出のための貸し付け(loanfor 

local currency expenditure)は，

(i)事業計院に必要な究材，機械などは大体困内でU(i

いうるため，直接柁入に依存する部分が少ない場合。

(ii)全体の投汽額が．当該国の国内i1源ないし貯苦を
超えるためインフレの可能性があり，かつその一郊

を外貨で賄えば，外貨準俯に対するインパクトを級

和しうる掲合。

のような例外的な耶梢の存する場合にかぎって認めら

れることになっている。当時の日本の状努は，上記2

つの条件をみたすものとするのが，世銀の考え方であ

った。

さらにこのような融汽方針変更の理由としては，ヮ

シソトン柏銀の次第に活発化してきた活勘に判激され

たことも衿えられるが，基本的には， E本経済の成長

力が再認識され，これに伴って経済発！lとを支える麻庇

の生産能力が確速された結果といえよう。

m 結びにかえて

以上， 日本の民間部門に対する世界銀行の資本

扱助のうち秘礎産業である鉄筑業と氾力業の 2業

稲について， やや詳細な監史的匝ltliiを試みた。

日本経済が復典段階を終えて， 怠速に成長して

ゆく過程で果たした世界銀行の役割が， 予想以上

に大きいものであったことがあらためて認識せら

れよう。またここ数年米，世銀内部でみられた一

部の強い批判にもかかわらず， 「低朋発国」に扱

助を与えるべき立場にある日本に対し巨額の借欧

が与えられてきた事梢が 若千なりともうかがわ

れよう。世銀自封も，当初の日木経済の滸在力に

対する過少評価からその成長力に対する強い忽識

へと，欲年の間にその評価を急速に変化させたが，

世銀が日本経済のグ紐辿コースに密沿しながら， さ

まざまな形での彩態力をおよぽしてきたことは一

貫して変わらない点である。

これまでいわば世銀の手tごよって育てられて来

た一面をもつ日本が， こんどは世銀が括芍的な立

場にあるところの低開発国への公的援助の舞台

で， よき）←ートナーとしての役目を殺じつつある

ことは事態の客餞的な発展方向に治ったものど

いえるだろう。 “United Nations Development 

Decade” の進行過程で， 1仕界第4位の鉄鋼生産と

第 5位の屯力生産を跨る片本の対外扱助がさらに

増大し，同時に伯入者としてではなく， 低開発国

に対する偵権者としての仰面で世界銀行との閲係

がより密接になってゆくことは当然のコースであ

ろう e

（アジア経済研究所調査研究第2部常任専門委員）

29 




